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①平成２８年度６月（１号）補正予算（平成28年7月6日議決） 

         総額    １５９億８，７００万円      
【主な事業】  相双地域における看護人材養成施設の再開
支援、海外からの個人旅行者をターゲットとした観光誘客
の推進 等 

 １ 平成２８年度予算の概要 

◆ 平成２８年度当初予算編成後、復興等に向け直面する課題に対して、緊急に措置すべき経費等を計上 

  するため、合計５度の補正予算を編成。 

②平成２８年度９月（２号）補正予算（平成28年10月13日議決） 

         総額  ４，１１８億１，４００万円      
【主な事業】  除染を着実に推進するための市町村への交
付金の増額、被災１２市町村における新規創業等の支援 
等 

③平成２８年度12月（３号）補正予算（平成28年12月21日議決） 

         総額     ２６５億１，１００万円      
【主な事業】  「ふくしまふるさとワーキングホリデー」の実施、
避難者の方々の生活再建に向けた住宅確保の支援 等 

④平成２８年度２月（４号）補正予算（平成29年3月7日議決） 

         総額 △２，１４７億６，８００万円      
【主な事業】 アクアマリンふくしまの改修、福島県観光物産
館の情報発信機能の強化 等 

◎ 平成２８年度当初予算 「復興・創生元年予算」 

   総額 １兆８，８１９億円（うち震災・原子力災害対応分１兆３８４億円） 
  復興・再生と地方創生の実現に向けて、効果的かつ戦略的な施策にしっかりと取り組み、確実に成果 

 を上げるための実効性のある予算として編成。 

   平成２８年度補正額       計  ２，０１６億円    【うち震災・原子力災害対応分      １，９３２億円】 
 
 平成２８年度予算累計額    ２兆８３６億円    【うち震災・原子力災害対応分 １兆２，３１６億円】 

  ⑤平成２８年度５号補正予算（平成29年3月31日専決） 

          総額  △   ３７８億９，６００万円      
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２ 平成２９年度当初予算の概要 

歳 入 
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◎ 平成２９年度当初予算 「復興・創生加速化予算」 

   総額 １兆７，１８４億円（うち復興・創生分 ８，７５０億円） 
  「復興」の土台を固める取組を継続するとともに、本県ならではの「地方創生」を推進し新しい福島を 
 創造していくため、更に一歩踏み出し「攻めの姿勢」で取り組む実効性のある予算として編成。 

県 税 

○実質的な地方交付税は 
 増加。 
（普交＋臨財債 ＋97億円） 
○震災復興特別交付税は 
 通常分とは別枠で確保。 
（△5億円） 

○先行きが不透明な海外 
 経済の影響などにより、 
 法人事業税等の下振れ 
 が懸念されることから、 
 前年度より減少する 
 見込み。 

地方交付税等 

国庫支出金 

○除染基金積立のための 
 補助金の減等により減額。 

繰入金 

○原子力災害等復興基金、 
  東日本大震災復興交付金 
  基金等の繰入金の減等に 
  より減額。 

※対前年度当初 △１，６３６億円 △８．７％ 

義務的経費 

○人件費 新陳代謝による減 
 
○扶助費 災害救助費の減少 
     （△79億円） 
○公債費 元金償還の減少 
           など 

投資的経費 

○公共事業  
 災害復旧事業の減少等に 
  よる減 （△306億円） 
 
○その他 
 ふくしま国際医療科学セ 
  ンター整備事業の減少等 
  による減  
           など 

その他経費 

○積立金   
 除染対策基金積立事業の 
  減少 （△1,114億円） 
            など 

歳 出 



３  財源不足への対応（平成29年度当初予算編成時） 

◆ 復興・創生に係る多様かつ膨大な財政需要等により、巨額の財源不足が発生 

◆ あらゆる方策を講じて財源を捻出しながら予算を編成 

（１）財源不足額 

（２）財源確保の状況 

 ○ 平成２９年度当初      １，１６０億円  

 ① 歳入確保       １２０億円 

  ・ 特定目的基金の活用     １６億円  

  ・ 県債の更なる活用      ８９億円  など 
 

 ② 歳出抑制       ▲１２億円 

  ・ 事務事業の見直しなどによる徹底した歳出削減 
 
 ③ 主要基金の取崩し   ２９９億円 

 ① 歳入確保       ７２９億円 

  ・ 原子力災害等復興基金の活用      ７１４億円 

  ・ 地方負担導入分に係る資金手当債の活用  １５億円 

通常分 

復興・創生分 
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◆ 平成２３年３月１１日の地震発生以降、避難者支援や被災施設等の災害復旧のほか、原子力災害に伴う放射性物質の 

  除染対策や県民の健康管理に関する費用など復興等に向け直面する課題に対応 

４ 東日本大震災に伴うこれまでの予算措置 

○平成２２年度 <５号補正予算～６号補正予算> 

 総額     １７１億円 
 （うち震災・原子力災害対応分     ２３７億円） 

予算総額 ： １３兆８，１１８億円  【うち復興・創生分 ： ７兆８，１８３億円 】（総額に占める割合 ： ５７％） 

これまでの主な復興・創生事業（予算額累計） 

 

１兆４，６５２億円 

 

３，４８８億円 

 

１，４９７億円 

 

１，９０２億円 

 

１，９１９億円 

 

２兆８，４８９億円 

 

２兆６，２３６億円 

市町村除染対策支援 災害救助法による救助 産業復興企業立地補助 中小企業等グループ補助 

復興公営住宅整備 復興関連基金への積立 その他（インフラ復旧、県民の健康管理、各種拠点整備 等） 
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○平成２６年度 <当初予算、１号補正予算～９号補正予算> 

 総額 １兆９，９０３億円 
 （うち震災・原子力災害対応分 １兆１，３５０億円） 

○平成２９年度 <当初予算> 

 総額 １兆７，１８４億円 
 （うち復興・創生分        ８，７５０億円） 

○平成２４年度 <当初予算、１号補正予算～１２号補正予算> 

 総額 １兆８，０６８億円 
 （うち震災・原子力災害対応分   ９，３２８億円） 

○平成２５年度 <当初予算、１号補正予算～８号補正予算>   
 総額 １兆７，７３７億円 
 （うち震災・原子力災害対応分   ９，９２７億円） 

○平成２７年度 <当初予算、１号補正予算～７号補正予算> 

 総額 ２兆  ５０６億円 
 （うち震災・原子力災害対応分 １兆１，６５６億円） 

○平成２８年度 <当初予算、１号補正予算～５号補正予算> 

 総額 ２兆  ８３６億円 
 （うち震災・原子力災害対応分 １兆２，３１６億円） 

○平成２３年度 <当初予算、１号補正予算～１２号補正予算> 

 総額 ２兆３，７１５億円 
 （うち震災・原子力災害対応分 １兆４，６１９億円） 



                         今後の取組 

                         今後の取組 

５ 今後の課題 

◆ 復興・創生期間中（～H32）においては、復興等に係る膨大な事業量に見合う財源の確保が必要。 

◆ 一方で、復興関連基金等については、資材・労務単価の高騰等の影響により、今後必要な事業量に見合う財源に不足 

 が生じている状況。 

◆ また、本県の復興に向けては、復興・創生期間後（H33～）も、引き続き長期かつ安定的な財源の確保が必要。 
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◆ 県負担の極小化に向け、引き続き国に対して、復興関連基金の積増しや毎年度の予算措置など、あらゆる機会を 
 捉えて必要な財源の確保を強く求めていく。 

※「中期財政見通し」（平成27年３月策定）に基づく財源不足額。平成２８年度、平成２９年度は、当初予算における主要基金取崩額を記載。 

 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

財源不足額（見通し） ４３０億円 ３００億円 ３８０億円 ５００億円 ３９０億円 

主要基金取崩額 ３４４億円 ２９９億円 

◆ 業務執行方法の改善による内部管理経費の節減や事業のｽｸﾗｯﾌﾟ･ｱﾝﾄﾞ･ﾋﾞﾙﾄﾞの徹底等により歳出の精査に努めると 
 ともに、各種県債・基金の有効活用を始め、県有財産の活用や使用料・手数料の適切な見直し等により歳入確保を図る。 

 「中期財政見通し」における財源不足額の状況 

◆ 中長期的な取組が不可欠となる多様な財政需要が生じており、今後も財源不足が見込まれる。 

◆ 一方で、県税や地方交付税等の一般財源総額確保は予断を許さない状況。 

                         今後の課題 

                         今後の課題 

通常分 

通常分 

復興・創生分 

復興・創生分 


